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研究会優秀論文推薦のことば

 若年層の投票率を上げるためには、 どのような情報提供を した らよいのだろうか。

著者が大学生を対象 に行 ったアンケー ト調査結果は、先行の東京都選挙管理委員会の

調査結果 と多 くの項 目で対照的であ り、学生特有の認知や行動の傾向が新たな知見 と

して浮かび上がった。若年層の投票率向上のため には従来のキ ャンペーン方法 に改善

の必要性があることも示唆された。本論文は、調査 と分析の手法、先行研究との比較、

考察 、効果的な啓発方法 の提言 に至 るまで、熟度が高 く、非常に興味深 い知見を提示

してお り、 ここに推薦する次第である。
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     慶應 義塾大学総合政策学部 卒業論文

若年層の投票率向上 と政治的関心向上のための情報提供

論文要旨

 我 が国では選挙における若年層の低投票率が懸念 されてい る。 そこで、本研究では若年

層 の投票率 と政治的関心を向上 させ るこ とを 目的 とし、それを達成す るための若年層 に向

けた効果的な情報提供について考察 した。情報 と投票行動の関係 に関す る文献調査 を行 っ

た上 で、選挙時のメデ ィア接触 と投票 の関係 を明 らかにす るためのア ンケー ト調査 を行 っ

た。 アンケー ト調査 は低投票率層の代表 として学生 を対象 に実施 し、東京都選挙管理委員

会が平成21年 度に行った世論調査 と比較 した。その結果、学生は選挙に対す る関心があっ

ても選挙制度 の認知不足 を要因 として棄権す ること、情報収集手段 としてインターネ ッ ト

を多 く利用 していること等、先行研 究 と異なる学生特有の傾 向が明 らかになった。 学生 は

関心度に応 じて異なるメデ ィアに反応 してお り、投票率向上のために 自治体や候補者 が行

うキャンペーンの一部に改善の必要性があることが示唆 された。

キー ワー ド:政 治的関心/投 票行動/選 挙時のメディア接触/選 挙啓発
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は じめ に

 我 が国の選挙 において、若年層の投票率の低 さが懸念 されてい る。我が国では民主政治

を採用 してお り政治のあ り方を決定す るのは国民であるが、平成21年 度衆議院議員選挙に

おいては20代 の投票率は49.5%と5割 に満たず、若年層 の半数以上が政治参加 の機 会を放

棄 していた。 これ か らの少子高齢社会では人 口構成の中高年層への偏 りに よって世代間の

不平等が引き起 こされ るよ うにな り、ただで さえ若者 を政治か ら疎外す る状況 を促進す る

ことが危惧 されているω。 こ うした状況の下、20代 で棄権経験を持つことはその後 も全体

の投票率の低下 を促す可能性 を孕 み、民主主義の破綻 をもた らしうる。 このよ うな状況 を

懸念 し国や地方 自治体では啓発活動 に取 り組んでいる。啓発活動の予算が事業仕分 けで約

半分に削 られ る中、若年層に投票へ とはた らきかける有効 な対策が急務 となっている。

 本研究では若年層の投票率及び政治関心の向上を目的 とし、その改善案 を議論する。第1

章では投票行動を取 り巻 く先行研 究を分析 し、投票参加に関わ る変数 を明 らかにす る。第2

章では、その知 見に基づき大学生を対象 としたアンケー ト調査 を実施する。 ここで は学生

の投票行動 と情報接触 にどのよ うな関係が あるのか、具体的 には若年層 が選挙時 にどのよ

うなメデ ィアに接触 し選挙 に関わる情報 を得たのか、またそれ らのメディア接触が どのよ

うに投票につながっているのかを明 らかにす る。第3章 ではそれ らの結果に基づき考察を

行い、若年層の投票率を向上 させ る戦略について提言す る。
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1 投票行動研究の レビュ-

投票参加 に着 目した投票行動研究の レビューを行い、この分野の流れを整理 したい。

1.1投 票行動に影響を与える変数

 投票行動研究では、投票参加 に関わる変数が存在す る。Downsは 、ある合理的個人が投

票 に参加するか否かは以下の4つ の要因に依存す ると述べている。 「投票それ 自体の価値」、

「政党間期待効用差の大き さ」、「自分の投票が どれほ ど重要 であるのか とい う予測」、 「投

票費用」である(2)(3)。また、投票参加によって得 られ る利益が投票 に参加す る費用(コ ス ト)

を上回っていれば投票 し、下回れば棄権す ると考えられている(4)。 っま り、政党 に期待 さ

れ る効用 の違 いが小 さかった りわか らなかった りす るほど、また 自分の投票の重要性や有

効性 を感 じられ ないほ ど、投票に よる民主主義への参加それ 自体の価値 を感 じられ ない ほ

ど、そ して投票所に行 くことや政策 に対 して認知す る費用(コ ス ト)が 大 きいほ ど、投票

に行 く確率が低 くな り、その逆であれば高 くなると考 えられる(3)。

 綿貫 ・蒲島(1998)は 、特に若者の投票参加に関わる変数 について分析 している。彼 らによ

ると、政治意識の中で投票頻度 と強い相関を示す変数 は 「投票義務感上 と 「政治的関心」

であ り、以下 「政党支持」、「マスメデ ィア接触」、「政治的有効性感覚」と続 く(5)。つ ま り、

若年層 においては、投票義務感や政治的関心が低いほ ど、政党支持がないほど、マ スメデ

ィア との接触 レベルや政治的有効性感覚が低いほ ど、投票頻度が低 くなる とい うこ とであ

る(6)◎

 山田(2002)は 、実際に2000年 に行われた総選挙の調査 をもとに、政治 に対す る信頼が低

いほ ど棄権 をす る確率が高 く、また関心が低い人ほ ど棄権決定の時期が早い とい うこ とを

示 している(7)。 これ は、政治に対す る信頼 の低下により 「選挙 に行 って も政治が良 くなる

わけではない」 と考え、Downsモ デル の 「自分の投票が どれ ほ ど重要であるのか とい う予

測上、綿貫 ・蒲島モデルの 「政治的有効性感覚上が低 くなった と考え られ る。

 また、政党支持の有無に関 して、間場(2006)は ポス ト55年 体制 においては政党選択が多

様化 し、政党選択の判断基準が集団 レベルか ら個人 レベルへ変化 したと指摘 している(1)。個

人 レベル での選択が任 され るとなると、政党に関す る情報 も個人で集 める必要が生 じる。

これ によ り有権者個人への政党政策の認知 コス トが高 くなった と考 え られ、 「支持政党 な

し」 を選択 しやす くなったことが予想 され る。 この変化は、Downsモ デルの 「政党間期待

効用差の大 きさ」 を認知す るためのコス トを増や し、綿貫 ・蒲島モデルの 「支持政党の有

無」に大き く影響 を与 えたと考 えられ る。

1.2 投票行動と情報

 先行研究では、有権者が持つ政治的情報量と投票参加の確率は正の相関があることが述
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べ られてい る(8)0得 られる情報が増 えるほど、選挙や投票結果に関す る有権者の不確 実性 を

減少 させ ることが出来 るか らである。反対に、投票 の結果 に関す る不確実性 が大きい有権

者ほ ど、す なわち保有す る選挙関連情報の少 ない有権者ほ ど一般に棄権確 率が高まる とさ

れている。 これは、第一に政治的知識 は政治的関心や 自分が関わ ることへの有効性感覚な

ど、のちに紹介す る 「投票参加 に関わる変数」 にプラスに働 き、心理的な政治的関与 を高

めるため、投票参加 を促進す るのである。 また、第二 に投票期 日や投票所 な ど投票 に必要

な基本情報 を知ってい ることは、直接的に投票参加 に結び付 く。 こ うして、政治的知識量

は投票参加 を促す のである(9)(7)。

 政治的知識量、情報量が投票参加 に大 きく影響す ることを踏 まえた うえで、 日本で流れ

る情報の量について考 えたい。政治的情報の少ない有権者ほ ど棄権す る とすれば、投票率

が全体的に低い 日本では政治的情報の流通量が少ない とい うこ とだろ うか。有権者 は どの

よ うな政治的情報 に触れ ることが可能なのだろ うか。

 有権者 が接す る情報 には、候補者 によるもの、 自治体 によるもの、マスメデ ィア による

もの と大 きく分けて3種 類存在する。候補者 によるものには候補者のポスターや街頭演説、

選挙カーか らの連呼、個人演説会な どがあ り、 自治体によるものには選挙啓発を 目的 とし

た懸垂幕 ・横断幕やポケッ トティッシュ配布 がある。マスメディアによるものにはテ レビ ・

新聞 ・ラジオ ・雑誌 などそれぞれのメデ ィアによる報道がある(lo>。こ うして発信 されてい

る 「政治的情報」 には、候補者や政党について知 ってもら うことを 目的 としたもの と全体

的に投票参加 を促す ことを目的 とした もの とがあ り、 目的は異なっているものの有権者 に

投票 コス トを下げる情報 を流通 させている。

 このよ うに、候補者や政治家が発す る情報 だけでなく様 々な種類の政治的情報が街 中に

あ り、有権者は様 々な形で政治的情報 に触れ ることが可能であると考え られ る。

1-3 投票を促す方策

 投票参加 の確率を高めるためには、投票へのコス トを低 くし満足度 を高める必要がある。

それに効果的な方法にはどのよ うなものがあるだろ うか。

 境家(2005)は 、政党に関す る情報収集 コス トを低下 させ るためには、「マスメデ ィア」「直

接的選挙 キャンペーン」 「パー ソナルネ ッ トワー ク」の3つ か らのアプローチが考え られ、

特 に、 日本 においては 「直接的選挙 キャンペー ン」が低 関心層の投票参加 を促す と述べて

いる(3)。選挙期間の短期間に集中的に行われ る選挙キャンペーンによ り、有権者は候補者や

争点 につ いて情報 を増やす ことが出来 る。 また、選挙キャンペー ンでは候補者が貼 るボス

ターや街頭での名前の連呼な ど低 関心層 の能動性がそれほ ど必要ではない手段を用い るた

め、低関心層の政治的情報 を増やす ことが出来 るのである。

 また、末並(2010)は 候補者 のキャンペーン戦略 としてのツイ ッター利用に注 目し、ツイ ッ

ターが候補者 のプログのアクセス数 を伸 ばす ことを明 らかに してイ ンターネ ッ トを使 用 し

た候補者情報の提供 について示唆 している④ 。
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 橋元 ・金(2005)は 、選挙期間中にお ける大学生のマスメデ ィア接触についての 印緯比較調

査 を行い、マスメディア接触の中で学生 に とって より効果的 なメデ ィア情報接触について

言及 している(11)。その調査による と、 日本の大学生においては選挙期間中にテ レビの視聴

時間が短いほ ど、また新聞を読む時間が長いほ ど投票に行 く確 率が高いことが分かってい

る。新聞で得 られる情報が知識量 を増や し投票へ と働 かせてい ると考え られ る。

 投票参加 を促すには、政治的知識量を増や して投票 コス トを下げる他 に、投票 コス ト以

上の投票満足を得 られ るよ う試み る方法 もある。 「投票義務感」 と 「政治的関心」の変数 に

プ ラスの効果 を与える可能性 のある方法 として、未成年 の段階か らのシチズンシ ップ教育

が考え られ る。義務感や 関心が高まるこ とによ り、政治的情報の収集 をより積極的 に行 う

よ うになると考え られ るか らだ。川崎市では、市選挙管理委員会が学校教育 と連携 して選

挙啓発事業 を行 っている(12)。中学校 では生徒会役員選挙の選挙協力で道具の貸 し出 しや選

挙制度のパンフレッ トの配布 によ り選挙制度の理解に取 り組 み、民主主義の体験 と実感 を

図ってい る。高校では 「ハイ スクール出前講座 」を実施 し、選挙や政治について身近な ト

ピックを交え学んでいる。 また大学では学生インターンシップで本物の選挙の運営 を経験

させてい る。本物の選挙に関わ ることで投票の重みを実感 させ理解 させ ることがね らいで

ある。中学校、高校 、大学のそれ ぞれのステージで段階 を追 って選挙について理解 を深 め

てい くことを狙 ってい る。

1.4 小括

 以上の先行研究の レビューによ り、投票参加 に関わ る変数 と、それを踏まえて投票 によ

る満 足が コス トを上回 るよ うにす るための様 々な対策が行われていることが明 らかになっ

た。若年層の投票行動に関わ る変数には 「投票義務感」 「政治的関心」、 「政党支持」、 「マス

メデ ィア接触」、「政治的有効性感覚」の5つ があり、そ して投票参加 を促すのに効果的な

方策 には、一般的な無関心層や若者 との接触度の高い街頭 キャンペーンやポス ター 、イ ン

ターネ ッ ト、ツイ ッター等 を使 って情報収集 コス トを下げること、新聞によって学生 の知

識 量を上げ投票満足度 を高めること、シチズンシップ教育 によって投票義務感や政治的関

心を高め情報収集 を促進 させることがあることが明らかになった。

 しか し、政治的情報全体 として どのよ うなものが若年層や学生 に効果的なのかはまだ不

明な部分が多い。各 自治体の選挙管理委員会では、啓発活動の効果を測 るため世論調査 を

行 っているが、学生に特化 した ものは少ない。 そこで、本研 究では対象者 を学生に絞 り選

挙への関心度や選挙に対す る意識 、投票の有無、接触 した媒体について調べることと した。

本研究により、学生に有効なモデル を明 らかに したい。
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2 ア ンケー ト調査

2.1 調査の概要

 本調査の 目的は、若年層 を対象に選挙に対す る関心、投票への参加状況、投票の動機、

棄権理 由等を調べ、それ らが投票参加 にどの ような影響 を与えたのか明 らかにす ることで

ある。

2-2 調査方法

 調査対象は、慶應 義塾大学湘南藤沢キャンパスに通 う学生で協力を得 られた140名 であ

る。授業中に時間を借 りてアンケー トを実施 し、また大学構 内(食 堂や図書館 など)で 出

会った人 に依頼 し回答を得た。155名 に配布 し、140名 の回答 を得 られた(回 収率90.3%)。

 調査期間は2010年7月14日 か ら22日 の問の6日 間であ り、平成22年7月11日 執行

の参議院議員選挙について、 自記式質問表 による調査 を行った。

 質問表の内容 は、東京都選挙管理委員会が平成21年 に実施 した平成21年8月30日 執行

の衆議院議員選挙に関す る世論調査の項 目を参考に し、作成 した。質問項 目は、以 下通 り

である。

1.選 挙に対す る関心

2.選 挙の認知経路

3.投 票への意識

4.投 票への参加状況

4-1.投 票の動機

4-2.投 票 した候補者の選定理由

4・3.候 補者 の選定に役立った媒体

4・4.投 票 した候補者の選定基準

4-5.投 票す る候補者 を決 めた時期

4-6.棄 権理 由

5.期 日前投票の認知度

5-1.期 日前投票の認知経路

6.期 日前投票制度 の認知度

7.選 挙公報の入手状況

7-1.選 挙公報の閲読状況

8.選 挙ポスター との接触状況

9,接 触 した媒 体(見 聞きした選挙情報)

10.啓 発媒体 との接触状況
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回答者の属性 は以下の通 りである。

表1回 答者の属性

全対象者での解析(n=140)

    人数(%)

有権者のみでの解析(n=川)

    人数(%)

性
別

男性 71(50.7%) 62(55.9%)

女性 62(44.3%) 44(39.6%)

無回答 7(5.0%) 5(4.5%)

年
齢

19歳 以下 27(19.3%) 0(0.0%)

20歳 32(22.9%) 32(28.8%)

21～24歳 71(50.7%) 71(64.0%)

25歳 以上 2(1-4%) 2(1.8%)

無回答 8(5.7%) 6(5.4%)

所
属

総合政策学部 76(54.30) 62(55.9%)

環境情報学部 46(32.9%) 34(30.6%)

看護医療学部 8(5.7%) 7(6.3%)

政策メディア研究科 2(1.4%) 2(1.8%)

健康マネジメント研究科 0(0.0%) 0(0.0%)

その他 0(0.0%) 0(0.0%)

無回答 8(5.7%) 6(5.4%)

2.3 データ解析

 デ0タ 解析は、まず質問 ごとに該当する回答の頻度(%)を 求めた。アンケー トの項 目を 「大

学生の現状」 「大学生の意識」「大学生のメデ ィア」に分 け、東京都選挙管理委員会が平成

21年 度に実施 した調査 との比較 を試みた。続いて今回の選挙で投票 した学生の特徴 を把握

す るため、 クロス分析を行った。投票 の有無、あるいは関心の有無で2群 に分類 し、質問

ごとの回答頻度 を比較 した。 さらに投票の有無 と関心の有無で組み合わせて4群 に分類 し

て、回答頻度 を比較 した。学生を 「関心があって投票に行った人」 「関心があって棄権 した

人」 「関心がな くて投票 に行った人」 「関心がな くて棄権 した人」の4種 類 に分 けて比較 し

た。選挙に関す る情報提供 の認知度に関する分析 に関 しては、選挙事務所の取 り組 みに対

して選挙 の認知経路 と候補者の選定に役立 った媒体 の2項 目において比較 した。

 統計学的手法 は、x二 乗検定又はFisherの 直接確率法 を用い、 P値 く0.05を 統計学的有

意差 あ りとし表 中は*印 で示 した。解析は、PASW Statistics 18に よった。
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2-4 調査結果

 2.4-1 回答の出現頻度および平成21年 度東京都調査 との比較

 (1)大学生の現状:選 挙 に対す る関心

 選挙への関心度 にっいて、 「関心があった(49.5%)」 と 「やや関心があった(252%)」

を併せた 『関心があった(計)』が74.7%、 「関心がなかった(12.6%)」 と 「あま り関心がな

かった(9。0%)」 を併せた 『関心がなかった(計)』が21.6%だ った0学 生は7割 以上が 「関

心が あった」 と回答 した ものの、東京都 と比較す ると関心度の低い学生の割合 は大きかっ

た。

表2 選挙に対する関心

学 生

(n=111)

東 京 都

(n=1937)

関心があった 49.5% 62.7%

やや関心があった 252% 20.9%

どちらともいえない 1.8°k 5.4%

あまり関心がなかった 9.0% 6.4%

関心がなかった 12.6% 4.4°k

臓関 心が あ った{欝}纂 どちらともいえない 醗関心 がなか った{計}

学 生to-111?

策 京 都{解1～ 、3ア)

74.7

83.Fi

叢   fi"

、
羅謬

図1選 挙に対する関心
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 (2)大学生の現状:投 票への参加状況

 投票 日当 日に投票 した(36.0%)と 期 日前投票 を した(5.4%)を 合わせた 『投票 した(計)』

は41.4%、 「投票 しなかった」は58.6%だ った。東京都の調査 と比較すると、期 日前投票 を

した人を含め、学生の方 が投票 した人の割合が小 さかった。

i

i学 生瞬m

i
i蜜 蒙 都 触 コ1三}:母7}

図2

繕投蒙 欝〔7月11印 に投禦 した

鶯期 欝前投禦1又は不荘奮投票}した

翻投禦 しなか った

投票への参加状況

 (3)大学生の意識:投 票 に対す る意識

 投票への義務感や権利感 について、学生では 「国民の権利であるが可能な限 り投票す る

べ きJと 答 えた人が最 も多 く、57.7%だ った。次いで 「国民の義務であるか ら必ず投票す る

べ き」(21 .6%)、 「国民の権利 であるか ら投票するもしないも自由」(18.0%)だ った。「国民の

義務であるか ら必ず投票す るべき」 と投票に義務感 を感 じてい る学生は東京都全体 よ り少

なく、義務 とい うより権利 として 「可能な限 り投票す るべき」 と感 じている人が多 く見 ら

れた。

繕箇民の義務であるから必ず投累するべ き

鴛国昆の権利であるが可能な限 り投嚢するべき

蟹国」蔑の権利であるかも投票するもしないも自由

学 生 頃 二lllf

東 京 都敏篇193マ}

!
図3 投票に対する意識
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 (4)大学生 の意識:投 票の動機

 「投票 した」 と答 えた人 に投票の動機 を聞いた ところ、学生 に最 も多い回答は 「投票す

ることは、権利 であるから(56.5%)」 であった。東京都全体の最 も多い回答 「国政をよく

するためには、投票す ることが大切だ と思ったか ら(東 京都60.5%、 学生54.3%)」 も学生

の回答に多かった ものの、学生は次いで 「投票することは、義務 であるか ら(39.1%)」 が多

く回答 され ていた。一方、東京都では 「国政 をよくす るた めには、投票するこ とが大切だ

と思 ったか ら(60.5%)」 「今 の政治が良 くないので、変 えたい と思ったか ら(45.5%)」 「自分の

支持する政党の推す候補者 を当選 させたかったか ら(42.1%)」 な どが主な回答 となった。

購 学 生{篇 綴遷{5)門 策 京 都 毎 篇1脇7)

多愛翼する ことは、癒 利 であるか ら 鷲 一 コ{…"… 慌{一 一…慌鶯 ろ6乃%

        34ご ㌔

醗酸をよくするためには、投禦      ∴㌘鷺丁㍑7…-7=勤4:3・.
す葛こ舗 汰 窮だと思ったから 自i■ii-■ 幽 一{5{)5・ 。

投翼することは、翻 疑 あるから い…㍑ニ コ…… …=ニ コ1蕊コ 綱"・                           ,一
ご%

  今の綾治 が よ くないの で、

  変えたい と思 つたか ら

 露分tT,;」持す る磯党の推 ず

醗講者を 嶺選 魯せたか つたゐ・ら

00葎
剛

㎜τ撒コ鷺鷺 嚇一
頚{～%

421㌔

図4投 票の動機
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 (5)大学生の意識:棄 権理由

 棄権理由 としては、「住民票 を現住所 の市区町村に移 していないか ら」(46.2%)「 仕事が忙

しく、時間がなかったか ら」(43.1%)、 「投票所へ行 くのが面倒だったか ら」(16.9%)が 主な

理由 となった。東京都の調査では 「仕事 が忙 しく、時間がなかったから」に次いで 「適 当

な候補者 がいなかったか ら」「選挙によって政治や暮 らしが良くなるわけではないか ら」な

どが主な回答 となった。

/…… 瓶…

i
縢学 生{rド{33}● 東 京 都 轍 嵩361)

  往疑粟竃環注所の滞区町村に

     纏していないから   t}.{)o・

仕事が虻 しく、時欄がなかウたから

等

、

綬票漸へ行く⑳が面溺だウたかち

   遡当な績補考がいなかったから

  綬票漸が遼かウた 杯 便だった、

    わからなかウた}か ら

    選挙蕎こよつて破治や幕らしが

    轟くなるわけではないから

   破給鰻・選載 こは驚心がないカ・ら

      病気 傭 病奄禽む)又 は

       緯纒が悪かったかちi

…

図5棄 権理 由

※項 目

ので、東京都の回答はない。

篇蜘… 驚 瓢 コ}……轡 撒 篇 コ=一 …… 曝…}…二鷺 鶯W… …製{3.2%

括㎜ ㎜ 鷺 …禁瓢 コ ……灘 … 轡 鵬 騨}楓 一… 篇 備4:3
、1%

0
轡ζ

鮒
δ-

o

灘

4。響=
…

…節

 

0

 

⇔

 

-茎

0

 
 
、

0

3

-
7
■

藷貰篇一13,$㌔
一33%

彌 譜 』 ー 、丁,2。。

撒7700
翔-■ ■■-一 一 ■臓14蓬Oo

温 晶幽 ー 、4、。。

「住民票を現住所の市区町村に移 していないか ら」は、今回の調査で新たに付け加 えた質問項 目な
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 (6)大学生の意識:期 日前投票制度の認知度

 期 日前投票の認知度 に関 しては、「買い物や レジャーなどを理由として期 日前投票が出来

ること」や 「今回の参議院議員選挙で期 日前投票が出来 る場所」の 「知 っている」 との回

答数 に学生 と東京都で大 きな差が出た。 「買い物や レジャーなどを理 由として期 日前投票 が

出来 ること」を 「知っている」 と答えた人 は、学生では45.9%、 東京都 では74.1%で あっ

た。 「印鑑や身分証明書な どを持参 しな くても、期 日前投票ができること」に関 して 「知 っ

ている」 と答 えたのは学生では35.1%で 、東京都では58.3%で あ り学生の回答の中では最

も認知度 が低かった。 「今回の参議院議員選挙で期 日前投票が出来る場所」に関 しては、学

生の36.9%、 東京都の60.3%が 「知っている」と答え、比較的低い認知度の回答 となった。

り知 ってい る 難知 らなか った

ア)買 い物や レジャー などを理由 と して期 日前投票

が出来 ること

イ)印 鑑や身分証明書な どを持参 しなくても、期 日

前投票がで きること

ウ)期 日前投票は、公示 日の翌 日か ら投票 日の前 日(土 日含

む)ま での問できるこ と(参議院議 員選挙の場合 は16日 間)

エ)期 日前投票は夜の8時 まででき ること

オ)今 回の参議院議員選挙で期日前投票が出来る場

所

学生 ■■■5.9■ ■【コ コ璽 ココココ

京都

学生 リ■■35.1..一 ロ コココ 藍 ココココココ

京都 顯 ■■■5$.3       コココ

学生 リ■ ■X5.(7■■■コココココ亜 ココココ

京都-■ ■fiO.■ ー■ ■ロ コ藪 コココ

学生 リ■ 圃 闘ー■コココ コ蓮 コココココ

宗都-■-麟 ■■■ロコココ紅 ココ

学生 リ-一 ココココココ

京都 一--sa.a       コココ

図6 期 日前投票の認知度
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 (7)大 学 生 の メデ ィア接 触=選 挙 の認 知経 路

 認 知 経 路 としては 、テ レ ビ ・ラジオ の報 道 が87.1%と 最 も高 く、次 い で新 聞 ・雑 誌 の 報

道(54.3%)、 イ ンターネ ッ ト(50%)、 候補者 の ポス ター(47.1%)だ った。

1    蝉生・-
ii 

テ疲 ・ラ財 の報遺 …

 

{     新魏 ・雑誌等の報湛 W℃  一 

1  イ斑 掃 葺 搾
1  饅補者のポスター

1策族彊 腋 入か櫛 鷲
 i  

参議貌議興選挙広報購の

i  テレ疑 ・ラジオ伽

1  鱗 鵜麟 翼選挙広鞭矯のi    
薪蹴 皆

図7 期 日前投票の認知経路

● 東 窟 都{n二1≦};≧7}

:. 36
,愚・蝉

            _ ろ:ヨ、°o

瀕iiii幽 髄iiiiiiii醐 醐ii曲 曲自■7儒%

.㎜ コ驚 鴨鶯4叙 ～・o

.一 榊一一 撒45◎%

     ココ40ろ%

,-2610轍

一# .1°u

64i}oa
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 (8)大学生のメデ ィア接触:候 補者の選定に役立った媒体

 学生に とっては、 「インターネ ッ トの情報」がマスメディアの報道 を抜いて最 も多い回答

となった。 その他に も、プ ログ(13%)、 ツイ ッター(8。7%)と い う回答 があ り、新 しい

媒体を活用 して情報収集を行っている様子が見 られた。東京都の調査で3位 に位置 した選

挙公報 は、学生では活用 している割合が小 さかった。

1… … 躍… γ ㎝… 研

 …

 …

{ イン舛 州 鵬 報
 …

i テ レビ ・ラ ジオの選挙報遺

 ;

i鞭 ・雑講 な どの選挙 報道
 …

i 都 競 のマニフ。スト

 {

i  舗 誇 のボヌタ_ …

 iテ レビの綾冤放透 ・経歴放フきi …

1     欝 公報

 i
図8 候補者の選定に役立った媒体

鶉学 生塩謁 ゆ ■東 京都(21=13(i;)

唱鷲
.=㎜ ……一}門 … 琳}}驚 コニコ473%

リ■--78%

       二鷺7鷺 「ニコ鶯 一!57%
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 (9)大学生の意識:投 票する候補者を決めた時期

 東京都全体 の調査では選挙期 間が始まる前など早めに投票す る候補者 を決めてい るのに

対 し、学生では選挙期間の終わ り頃、また投票 日に決めている人が多 くなっていた。

鵬選挙期簡に入る醗か ら～選挙期閥の劔め贈

し礎 攣期聞⑳中礪～終わり頃

鵬投禦 露嚢露 く謂1環 〉

   学 生偽鳩7,

 薙 豪都{漁驚1:3{)4}

i

図9 投票する候補者を決めた時期

17



 2.4.2投 票への参加状況 と属性の関係

 投票へ の参加状況 と年齢、性別 、所属、ボランティア活動 の有無、信仰 している宗教の

関係 をみ ると、いずれ も特 に有意 な差は見 られなかった。投票 した学生(以 下投票群)は

投票 しなかった学生(以 下棄権群)に 比べ、一人暮 らしではなく家族 と暮 らしている割合、

自宅か ら投票所までの距離 の近 さ、普段家族や友人 と政治 について話す頻度 、関心度 が有

意に高かった。

表3 投票の参加状況 と居住形態の関係

居住形態*

一 人暮 ら し 家族と暮 らしている

投票の

参加状況

投 票 しな か っ

 た(n=62)

度数  39

62.9

 23

37.1割合

投 票 した

(n=43)

度数  15

34.9%

 28

65.1割合

需p<0
.05

表4 投票の参加状況と投票所までの距離の関係

投票所までの距離*

10分 以 内 30分 以内 30分 をこえる

投票の

参加状況

投 票 しな か

った(n=55)

度数  17

30.9%

 20

36.4%

 18

32.7%割合

投 票 した

(n=43)

度数  26

60.5%

 12

27.9°10

  5

11.6%割合

*p<0 .05

表5 投票の参加状況と家族や友人と政治について話す頻度の関係

家族や友人と政治について話す頻度*

少ない 多い

投票の

参加状況

投 票 しな か っ

 た(n=62)

度数  24

38.7

 38

61.3%割合

投 票 した

(n=43)

度数   5

11.6%

 38

88.4%割合

衷p〈0
.05
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表6 投票の有無 と関心度のクロス分析

関心度*

関心がなかった

  (計)

関心があった

  (計)

投票の

有無

投票 しなかっ 度数

 た(n=63)  割合

 21

33.3%

 42

66.7%

投票 した  度数

(nニ44)  割合

 3

6.8%

 41

93.2%

衷p<0
.05

 2.4.3.関 心度 を考慮 した分析

 学生を 「関心有 ・投票群(関 心があって投票 に行った人)」、 「関心有 ・棄権群(関 心があ

って棄権 した人)上、 「関心無 ・投票群(関 心がな くて投票に行った人)」、 「関心無 ・棄権群

(関心がな くて棄権 した人)」 の4種 類に分 け、それぞれの傾向を調べた。 それ ぞれの構

成比は、以下のとお りである。

表7 関心度 と投票の有無の構成比

関心あり 関心なし

投票 棄権 投票 棄権

度数 41 42 3 21

全体の構成比 38.3% 39.3% 2.8% 19.6%

 その結果、投票の動機、棄権理由、接触 したメデ ィアにそれぞれの群 の特徴 が表れた。

投票 した理 由として、関心群では 「国政 をよくす るためには、投票す ることが大切だ と思

ったか ら」「投票す ることは、権利であるか ら」 と答えた者 の割合 が非関心群 に比べ有意 に

高 く、また非関心群では 「友人や家族が行 くか ら、なん とな く」 と答えた者の割合 が有意

に高かった。
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表8 投票者の関心の有無 と投票動機の関係

投票の動機 関心あり-投 票 関心なし・投票

国政をよくするためには、

投票することが大切だと

思ったから*

あてはまらない 度数  唱6

39.0%

  3

100.0%割合

あてはまる 度数  25

61.0

 0

.0%割合

投票することは、権利であ

るから*

あてはまらない 度数  16

39.0%

  3

100.0%割合

あてはまる 度数  25

61.0%

 0

.0%割合

友人や家族が行くから、な

んとなく*

あてはまらない 度数  39

95.1

  1

33.3%割合

あてはまる 度数  2

4.9%

  2

66.7%割合

索p<0
.05
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 棄権理 由 として、関心群 では 「住民票 を現住所の市 区町村に移 していないか ら」 と回答

した者の割合が非関心群に比べ有意 に高 く、非関心群では 「候補者の人柄や政策がわか ら

なかったか ら」 「政治や選挙 には関心がないから」 と答 えた者の割合 が有意に高かった。

表9 非投票者の関心の有無と棄権理由の関係

棄権理由 関心あり・棄権 関心なし ・棄権

住民票を現住所の市区町

村に移 していないから*

あてはまらない 度数  18

42.9%

 17

81.0%割合

あてはまる 度数  24

57,190

  4

19.0%割合

候補者の人柄や政策がわ

からなかったから*

あてはまらない 度数  41

97.6%

 15

71.4%割合

あてはまる 度数  1

2.4%

  6

28.6%割合

政治や選挙には関心がな

いか ら*

あてはまらない 度数  41

97.6%

 17

81.0%割合

あてはまる 度数  1

2.4%

  4

19.0%割合

索p<0
.05
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 接触あるいは活用 した媒体 として、関心有 ・投票群 では新聞 ・雑誌や フ リーペーパー、

関心有 ・棄権群では選挙 カーか らの連呼や ラジオのスポ ッ トCM、 関心無 ・投票群では 「コ

ンビニATM画 面の広告 との接触が 目立っていた。

表10 接触した媒体ごとの関心および投票との関係

質問項 目 媒体の種類
関心あり 関心なし

投票 棄権 投票 棄権

選挙の認知経路

新聞・雑誌等の報道* 度数

割合

曽・".} '、・

歎驚 ㍊ も
 24

57.1

 O

IO%

  7

33.3%

投票所入場(整理)券

*

度数 璽惣縷傘  5

11.9%

 0

.ono

 0

.ono割合
聾

候補者の選定に

役立った媒体

新聞-雑 誌などの選

挙報道*

度数
醜

一

ー

  1

33.3%

一

糟

1;鰹 ・雍

割合 鱗 藝蕊
期日前投票の認

知経路

R25な どの フリー

ペーパー*

度数/
憾'・ 悔
..,:'i

コ礁1

 0

.ono

 0

-0%

 0

.0%割合

接触した媒体(見

聞きした選挙情

報)

候補者等の選挙カー

か らの連呼*

度数

割合

  7

17.1%
㌶ ぐ
読'1『痴

づ磁=

撃鰯

い`   
う

 0

.ono

 4

19.0%

啓発媒体との接

触状況

ラジオの スポ ッ トC

M*

度数

割合

 1

2.4%

《
』

 ・峰

匿
7%

 0

.o%

 0

.0%

コン ビニ のATM画

面の広告*

度数

割合

 0

.0%

 0 ノ甘

.0%'

/ 国

 ∫礁 錨ゴ

 1

4.8%

*p<0 .05

 2.4.4.選 挙に関す る情報の接触度に関する分析

 学生が選挙期 間中に接触 した媒体の うち、選挙管理委員会による啓発活動 、また候補者

等 による選挙活動 として行 われたものをま とめた。

 今回の選挙で、選挙管理委員会委員会による投票啓発の取 り組みは数多 く行われていた。

その中に、学生 との接触度はそれほ ど高 くない ものの、い くつかの媒体 に投票 との有意な

相 関がみ られた。R25な どのフ リーペーパーへの掲載 は、関心があ り投票 に行った人々

が接触 し、期 日前投票について知 る経路 となっていた。 また コンビニのATM画 面の広告

は、関心がないにもかかわ らず投票に行 った人が接触 していた。
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表11 選挙管理委員会による啓発活動 との接触度

質問項目 媒体の種類
関心あり 関心な し

投票 棄権 投票 棄権

期 日前投票の

認知経路

R25な どの フ リー ペ

-パ-*

度数  §

鍛 簾

 0

.0%

 0

.Q%

 0

.ono割合

啓発媒体との接

触状況

コンビニのATM画 面

の広告*

度数  0

.0%

 0

.ono

、  ン

    書

  33錨

 1

4.8%割合

索p〈0
.05

 候補者 等による選挙活動 については、候補者のはがき、個人演説会、電話投票依頼 な ど

の取 り組みは学生に とって接触す る頻度が少な く、「役立った」との回答 も少なかった。「選

挙カーか らの連呼」においては、接触す る人は多い ものの、役立 った と感 じる人は1人 だ

けであった。

表12 候補者等による選挙活動 と投票者が認識 した情報や媒体

候補者等の選挙活動

選挙時 に見聞きした選

   挙情報

   (n=111)

選挙時に見聞きした選

 挙情報(投 票者)

   (n=46)

候補者選定に役立った

  媒体(投 票者)

    (n=46)

度数 割合 度数 割合 度数 割合

候補者等の街頭演説 43 38.7% 14 30.4% 6 13.0

候補者等の選挙カーからの

連呼

35 31.5% 8 17.4% 1 2.29n

候補者等の新聞広告 20 18.0% 7 15.2% 6 13.0%

候補者等のビラ 16 14.4% 6 13.0% 1 2.2%

候補者のプログ 16 14.4% 11 23.9% 6 13-0%

各政党の政策等を記載 した

選挙運動用パンフレット

(マニフェス ト)

15 13.5% 7 15.2% 13 28.3%

候補者のツイッター 14 12.6% 7 15.2% 4 8.7%

候補者等の個人演説会 4 3.6% 0 0.0% 0 0%

候補者のはがき 3 2.70 2 4.3% 0 0%

政党、候補者の後援会など

からの推薦

3 2.7% 2 4.3% 1 2.2%

電話による投票依頼 1 0.9% a 0.0% 0 0%
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 2-4.5ーデ ジタルメディアの活用

(1)インターネ ッ トの情報

「候補者 の選定にインターネ ッ トの情報 が役立った」 と答 えた学生か ら傾向を分析す ると、

インターネ ッ トの情報 を参考 にす る学生ほ ど候補者 のポスター との接触度、テ レビの政見

放送 との接触度 も高いことがわかった。候補者の選定 にイ ンターネ ッ トの情報を活用す る

人 はそ うでない人に比べ候補者 を決 める時期 に有意 な差がみ られ、インターネ ッ トの情報

を参考にす る学生ほ ど投票す る候補者 を決めた時期 が比較的早かった。また選挙期 間に入

る前か ら初め頃に投票す る候補者 を決 めていた人の87.5%が 、候補者の選定に 「イ ンターネ

ッ トの情報上が役立 ったと答 えている。

表13 イ ンターネ ッ トの情報の活用 と他の接触 したメディア

候補者の選定に役立った媒体
候補者等のポスター* テ レビの政見放送 ・経歴放送*

あてはまらない あてはまる あてはまらない あてはまる

インターネ

ッ トの情報

あてはまら

ない

度数  13

54.2%

 11

45.8%

 2Q

83.3%

  4

16.7%割合

あてはまる 度数   5

22.7%

 17

77.3%

 12

54.5%

 10

45.5%割合

士p<0
.05

表14 イ ンターネ ッ トの情報 の活用 と候補者 を決めた時期

候補者の選定に役立った媒体

投票する候補者を決めた時期*

投票日当日
選挙期間の中頃

 ～終わり頃

選挙期間に入る

 前～初め頃

インターネッ

トの情報

あてはまらない 度数  12

70.6%

  6

50.0%

  1

12.5%割合

あてはまる 度数   5

29.4%

  6

50.0%

  7

87.5%割合

*p<0 .05

 候補者 の選定理由 としては、 「候補者 の政策や主張に賛成 だか ら」 と答 えた人 の73.7%

が、候補者 の選定にインターネ ッ トの情報が役立った と答 えている。
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表15イ ンターネ ッ トの情報の活用 と候補者の選定理 由

候補者の選定に役立った媒体
候補者の政策や主張に賛成だか ら*

あてはまらない あてはまる

インターネッ

トの情報

あてはまらない 度数  19

70.4%

  5

26.3割合

あてはまる 度数   8

29.6%

 14

73.7%割合

需p<0
.05

(2>候補者のツイ ッター

 「候補者 の選定に候補者 のツイ ッターが役立 ったJと 答えた学生か ら傾 向を分析す ると、

候補者 のツイ ッター を参考 にす る学生は投票の動機 として 「当選 させ たい候補者 がいたか

ら」 と回答 している。投票の動機 として 「当選 させたい候補者 がいたか ら」と答えた人は3

人であるが、3人 中2人 が 「候補者の選定にツイ ッターが役立 った」 と答えている。

また、候補者の選定理 由では 「人柄 、経歴 などか ら国政 を託すのに最適な人だ と思 ったか

ら上 と答 えている。候補者の選定理 由として 「人柄、経歴な どか ら国政を託す のに最適な

人だ と思ったか ら」 と答えている人 は10人 だったが、その うち3人(30%)が 候補者の選

定にツイ ッターが役立ったと答 えている。

表16 候補者のツイ ッター活用 と投票者の投票にお ける動機、候補者 の選定理由

当選させたい候補者がいたから*
人柄、経歴などから国政を託す

のに最適な人だと思ったから*

あてはまらない あてはまる あてはまらない あてはまる

候補者の

ツイッタ

ー

あてはま

らない

度数  41

95.3%

  1

33.3%

 35

97.2%

  7

70.0%割合

あてはま

る

度数  z

4.7%

  2

66.7%

 1

2.8%

  3

30.0%割合

*p<0 .05
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3 考察

 今回、大学生 を対象 に、選挙時の意識や メデ ィア接触が投票参加 にどのよ うな影響 を与

えたのか を調査 した。 さらに、今回の調査結果 と、東京都民対象 の調査結果 と比較 し、大

学生の特徴 を把握 した。

 投票 に行った学生 と投票に行かなかった学生 とを比較 しそれぞれの特徴 の把握 を試 みた

ところ、都 民 と大学生 とは、投票の動機や理由、接触する媒体な ど大 きく異な ることが明

らかになった。また投票に行 った学生 と行かない学生 も、投票の動機や理 由、接触す る媒

体に著 しい差があった。

 以下に詳細を考察す る。

3-1東 京都民との比較 による大学生の投票行動の特徴

学生の関心度 と投票

 選挙への関心度を見 ると、「関心があった」または 「やや関心があった」 と回答 した人の

割合は、学生(%)東 京都民(%)と 、共に7割 を超 えていた。 しか し実際の投票率は学生

が36.7%、 東京都民が(%)と30ポ イン ト以上の開きがあった。この ことか ら、学生 は関

心があるか らといって必ず しも投票に行 くわけではない ことが示 された。

 先行研究 による と、投票に行 くか どうか と選挙への関心度 には正の相関関係 がある と言

われてい る(5)。しか し、今回の分析結果をみ ると大学生についてはその相関が弱いことが示

され た。

大学生の投票の動機

 投票 に行 く動機についても、東京都民 との大きな違いがあった。学生の投票動機第1位

は 「投票す ることは、権利であるか ら」(56.5%)だ ったが、同項 目は東京都民では34.2%

と動機の第5位 であった。また、東京都民の投票動機の第3位 であった 「自分 の支持する

政党の推す候補者を当選 させたかったか ら(42.1%)」 は、大学生では19.6%と 著 しく

低 かった。 これ らのこ とか ら、大学生は投票 に際 し東京都民の ような具体的な意思反 映 と

い う動機 は弱 く、権利 の行使 とい う意識 が強いことが示 された。

大学生の棄権理 由に関する考察

 棄権理 由 として 「住民票 を現住所 の市区町村に移 していないか ら」 との回答が 目立った

のは、下宿 して一人暮 らしをす る学生が多いことが要因であ ると考 えられ る。今回の調査

では一人暮 らしを している学生が54人(全 体の48.6%)お り、その うち39人 が棄権 して

い た。アンケー ト回収時に大学生に聞いた ところ、住 民票 を移 さなくても不便 に感 じるこ
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とが少 な く、わ ざわざ住民票 を移すの も面倒 だとの声が聞かれた。 また、出身の市 区町村

で成人式に出席 したい とい うことも住民票 を移 さない理 由の一つであるようだった。 また、

期 日前投票 を知ってはいても、現住所か ら住民票のある市区町村に投票できる不在者投票

の制度 はあま り知 られていない ことも学生の声か ら示 された。棄権理 由の一つである 「行

くのが面倒 」への対策 として も、投票の制度や投票が出来 る場所の認知度 の向上に取 り組

む ことは重要であ り、これ によって投票率を高 めることが可能ではないか と考えられ る。

3.2関 心と投票の有無による学生の分類

 今回の調査で学生全体の特徴 として、関心の高 さが必ず しも投票 に結び付 くわけではな

い とい うことが明 らかにな り、関心度 と投票状況 に応 じた行動特性 の把握 の必要性 が高ま

った。そ こで、学生間の比較 によ り関心度 と投票 の有無に応 じて学生 の特徴 を詳 しく見て

いきたい。

「関心があるにもかかわらず投票 に行かなかった人」

 関心がな く投票に行かなか った人 と比較 して、関心が あった人ほ ど棄権理由 として 「住

民票 を現住所の市区町村 に移 していないか ら」と回答 していた。その他 の理 由としては、「仕

事が忙 しく、時間がなかったか ら」、「適 当な候補者がいなかったか ら」が多 く挙 げられた。

 関心度 と投票 には正の相関があると言 われ てお り、関心があるにもかかわ らず投票に行

かなかった この層 は最 も投票へ と促す可能性 が高い と考え られる。遠隔地か らの投票が出

来 る不在者 投票 を含む期 日前投票 の認知 を広 めるとともに、候補者選択の助 け とな る情報

の提供が必要であると考 えられる。選挙期間中に接触 した媒体 としては、 「候補者 の選挙カ

ーか らの連呼」が挙げ られた。

「関心がないにもかかわ らず投票に行った人」

 関心があって投票 した人 と比較 して、関心がなかった人 ほど投票動機 として 「友人や家

族 が行 くか ら、なん とな くJと 回答 していた。その他の理 由として有意差はなかった もの

の、 「投票す ることは、義務 であるか ら」 との回答があった。 したがって、関心がない人に

対 し、家族や友人の働 きかけが投票へ と促す と考 え られ る。 この群が選挙期間 中に接 した

媒体 として コンビニATM画 面の広告が挙 げ られ る。 こうした身近 な啓発媒体 との接触率

を高めることで関心のない人を投票へ と促す ことが出来 ると考えられ る。

「関心がな く、投票に行かなかった人」

 投票 に行かなかった人の うち、関心がなかった人ほ ど棄権理由 として 「候補者 の政策や

人柄がわか らなか ったか ら」「選挙や政治には関心がないか ら」 と挙げていることがわかっ

た。また有意差 はなかったものの、「仕事が忙 しく、時間がなかったか ら」 「投票所へ行 く
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のが面倒だったか ら」 もまた多く挙 げられ た。投票の必要性 の認知、また候補者選択の助

け となるよ うな情報の提供が必要であると考 えられ る。 この群 に限って反応する媒体は見

当た らなかった。 したがって、今 回の調査 で明 らかになった学生が頻繁に接触す る媒体を

用いてそ うした情報を提供す ることが投票へ とつなげ られると考 えられる。

「関心があ り、投票に行った人」

投票 に行 った人の うち、関心があった人ほ ど投票動機 として 「国政をよくす るためには、

投票す ることが大切 だ と思ったか ら」 「投票す ることは、権利 であるか ら」 と答えていた。

また選挙期間中には特 に新 聞 ・雑誌等の報道か ら選挙 について認知 し、またそれ を候補者

の選定に役立てていた。

 変化のステー ジモデル 出典は保健医療にお けるコミュニケーシ ョン ・行動科学

 以上のことから、それ ぞれの群 において投票 を促すために、期 日前投票の認知の拡大、

候補者選択の助 けとなる情報の提供、投票の必要性 を感 じられる情報の提供が必要 である

ことが考え られ る。

3.3タ ーゲ ッ トに合わせた戦略の必要性

ターゲッ トにどんなメ ッセージを伝えるか

 投票 に行 かない人 を投票へ と促す過程 を行動変容 として捉え られる。 ソーシャルマーケ

テ ィングで用い られ る行動変容モデルの一 つで ある 「変化のステージモデル」 を参照 しな

が ら、今後の対策 について考 えたい。

 「変化のステージモデル上では、行動 を変えよ うとす る人は5つ のステージ(非 関心期、

関心期、準備期 、実行期、維持期)を 経 るこ とで行動変容が起こるとす る。それぞれ のス

テージにいる人はそれ ぞれ異なる情報 を必要 とし、応 じてデザイ ンされた介入方法 が必要

と考 えられている。変化のステージモデル では個人が次のステ,___ジに進むか どうかを30日

～6か 月 とい うスパンで観察す るが、投票においては投票 日とい う行動 を実行するタイ ミン

グが他人によ り決 められているので、各 ステージは比較的短い期間での観察 となる。 また

投票 においては、 「関心期」にあっても行動の実行 に至 らないことがあると今回の考察 で確

認 されたので、関心期 を 「低関心期」、準備期 を 「高関心 ・準備期」 と考えることが有効で

ある。加 えて、一人の人が投票に行 くまで には、選挙が行われ ることの認知、物質的 コス

トの考慮(投 票所に行けるか どうか)、 候補者選択 コス トの考慮(適 当な候補者 を選ぶ こと

が出来 るか どうか)が あると考え られ る。

 変化 のステージモデル か らヒン トを得、投票へ と促す行動変容において どの ような戦略

が有効 か考えると、非関心期には二ーズの認知、つま り政治 と自分の生活のかかわ りの認

知 を高めることが重要である。 また低 関心期には投票 日や期 日前投票(不 在者投票)の 認
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知 を広め、投票に行 くにあた り物理的な不安がないことを確認す ることが重要 である。そ

して有効 な 「メリッ ト」 として、その人個人が投票 をす ることで何 が変わるかを伝 えるこ

とで、投票 に行 く気持 ちを持 ち続 けて もらう。 また高関心期 ・準備期においては 「行動 に

必要な情報」 として、投票 が行われ る場所、候補者情報、候補者 の選び方な どを伝 えるこ

とが重要 となる。

個人の状態 有効な戦略の例

非関心期 政治や選挙には関心がない 変化のためのニーズの認知 を増やす

低関心期 投票 に行 かない(行 く)か も

しれない

物理的不安 の解消、メ リッ トを伝 える

高関心期 ・準備

期

投票 に行 くつ もりだ 候補者選択を助ける情報など、行動に必

要な情報を伝える

実行期 投票に行く

維持期 その後も投票に行き続ける ニー ズ、 メ リ ッ トな ど リマ イ ン ド支 援

図10 投票参加のステージ(国 立保健医療科学院を元に筆者作成)
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図11 個人が投票参加 に至るまで  (筆者作成)

 ターゲ ッ トにどのように伝 えるか

  今回 の調査で、それぞれのステージにい る人がそれぞれ異 なる媒体に接触 しているこ

とが明らかになった。 「高関心期」であると考 えられ る 「関心があ り、投票 に行 った人」は

新聞 ・雑誌等の報道 に反応 し、「低関心期」 と考えられ る 「関心があるにもかかわ らず投票

に行 かなかった人」 は選挙カーか らの連呼、「関心がないに もかかわ らず投票に行 った人」

はコンビニATMの 画面な どの身近な媒体に反応す る。それぞれのステー ジに合わせて、

反応す るメデ ィアを効果的に使 い、適 したメ ッセージを伝 えることで学生の選挙に対する

不確実性 を下げることが出来るのではないか と考え られる。 「関心がな く、投票 に行 かなか

った人」は、有意 に反応す るメデ ィアは見 られなかったが、学生 の接触度、活用度の高い

インターネ ッ トを用いることが効果的だ と考え られ る。

3.4デ ジタル メディアの有用性

 今回の調査で学生はインターネ ッ トをよく活用 していることが明 らか になった。候補者

の選定 となると、4大 マスメディア(テ レビ、 ラジオ、新聞、雑誌)よ りも活用 している。

大学生は選挙期 間終盤や投票 日当日に投票す る候補者 を決 める傾向があ り、かつ勉学やサ

ー クル
、アルバイ ト等不規則 な生活 を送っているのでいつで も好 きな時 に情報を得 られる
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こ とが重要 となる。選挙公報やテ レビの政見放送等 は紛失 して しまった り時間が限 られて

しまった りす る場合 があるのに対 し、イ ンターネ ッ トは時間や場所を拘束せず にいつ でも

気 になった ことを調べ ることが可能である。 いつで も自分で調べ られ る とい うこ うしたメ

デ ィア特性か ら、イ ンターネ ッ トは学生に適 したメデ ィアだと言 える。

 今 回の調査で、候補者 の選定理 由として多 く見 られたのは 「候補者 の政策や主張に賛成

だか ら」 とい う回答 だったが、そのよ うに答えた人の73.7%が 候補者 の選定に 「インター

ネ ッ トの情報が役立った」 と答 えていた。 この ことか ら、インターネ ッ トの情報が、候補

者を選定するにあた り政策や主張を知 り熟考す るのに有用であることが うかがえる。

 近年話題 になっている ソーシャルメデ ィアである 「ツイ ッター」が投票に どの よ うな影

響を及ぼ しているか分析 した ところ、候補者 の選定 にツイ ッター を用い る学生4人 の うち3

人が候補者の選定理由 として 「人柄 、経歴 な どか ら国政 を託すのに最適な人だ と思 ったか

ら」 と答 えていた。 これは同様 の回答 をした人の30%で あ り、ツイ ッターは人柄や経歴な

どを知 るのに有効 な媒体である と考えられ る。人柄や経歴 な どは、学生全体の候補者の選

定理 由第3位 であ り、学生に とって重要な価値観であることが うかがえる。このことか ら、

ツイ ッターは学生の今後の投票参加 に有効に働 くことが期待できる。

 有効性が示唆 されるのにもかかわ らず、現在 の選挙 のインターネ ッ ト活用にはい くつか

問題点がある。候補者 による選挙期間中のインターネ ッ トを使用 した情報提供は、未 だに

公職選挙法によ り禁 じられてい る。また、候補者側 の情報提供の質や、有権者 の選挙 時の

イ ンターネ ッ ト活用方法 もまちまちである。イ ンターネ ッ ト利用 を勧 めたと してもゴシ ッ

プや嘲笑的な情報に しか辿 りつけなければ、政治家や政治 に不信感 を抱 き政治参加 の意欲

がそがれて しま うことにつながる。それ らの問題点 を防ぎ投票へ と有効 に活用す るため、

若者 に対す る選挙情報入手手段 としてイ ンターネ ッ トを勧めつつ、選挙時のイ ンターネ ッ

ト利用の手引を作 ることが望ま しい と考え られ る。若者が積極的に活用す る新 しいメデ ィ

アを有効活用 した情報提供が取 り組 まれ ることを、今後大いに期待 したい。

4 イ ンターネ ッ トを活用 した情報提供の試み

 平成23年4月 に行われた統一地方選挙 に際 し、三鷹市議会議員選挙において筆者 は候補

者 のインターネ ッ ト上の情報 を集 めた ウェブページの作成 を試 みた。名前、年齢、 当選回

数、所属政党、ホームペVジ やプログ、ツイ ッター、フェイ スブ ックの リンク等の情報を

集 め、Reconstruction Japan様 の協力のもと完成 し設置 された。実際に有権者 として候補

者 を選ぶ にあた り、数多 くの候補者か ら一人を選ぶためにイ ンターネ ッ トで情報収集 を し

よ うとした時、37人 の候補者一人ひ とりのペー ジを検索す るのに手間を感 じたためである。

選挙期間最終 日と投票 日の2目 間で約1000セ ッシ ョン、2000ペ ージ ビューのアクセスを

得 ることが出来、イ ンターネ ッ ト上の情報の需要を感 じることとなった。検索の手間を省

略する とい う小 さな取 り組みではあるが、少 しで も投票 コス トを減 らし投票に結び付 かせ
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るこ とができたこ とを願ってい る。現在選挙においてイ ンターネ ッ ト上に情報が置 かれて

いるものの、それだけで有権者が十分な情報収集 を行 える状態ではないのが現状である。

掲載内容 が少なかった り、アクセス しに くかった り等 の課題 があ り、まだまだ工夫 の余地

がある。候補者 、選挙管理委員会等 の啓発 団体、また市民 も共に、ますます重要性 を帯び

るイ ンターネ ッ トを活用 した情報提供の強化に臨む ことが期待 され る。
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図12 三鷹市議会議員選挙候補者まとめウェブページ
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5 おわ りに

本研 究の限界

 今 回の調査では、調査対象が慶應 義塾大学湘南藤沢キ ャンパスの学生であ り、イ ンター

ネ ッ トや新 しい端末に高い好奇心 を寄せ る人たちが多 くい る環境 であった。 したが ってイ

ンターネ ッ ト等の回答 は一般化 出来 ると言い難 く、過大評価 され ている可能性 がある。 ア

ンケー トの配布方法が完全な る無作為ではなかったこと、またアンケー トの一部 を授 業内

で配布 した ことによ り授業の内容 によっては履修者 の知識 に偏 りがある危険性があ る。 し

か し、分析 時には完全 なる無作為ではなかった ことや授業 内配布 を要因 とす る有意 な差 は

見 られ なかった。また、イ ンターネ ッ ト等の回答 の偏 りに関 しては今す ぐに一般化 できず

とも何年か後 には一般 の学生 も今回の調査対象者 と同様 のイ ンターネ ッ ト環境 にあ ると考

え られ、今回の調査結果は未来 に向けた問題解決 に有意 に働 くと考えられ る。

 今回の調査で、投票行動や接触す るメディアに関 し学生には学生特有の傾 向があること、

投票 と関心度に正の関係 があること、それで もなお制度の認知度の低 さを要因 として棄権

しうることが明 らかになった。若年層を投票へ と導き、 さらに言えば単なる権利 の行使 と

してではなく、 自らが調べ比較 し熟考 した意思表示 としての投票を行えるよ うな情報提供

が必要である。事業仕分 けで半額 となった選挙啓発予算を有効活用す るため、そ して若年

層 の政治関心を高め投票へ と導 くため、以下の対策 を提案 したい。

(1)総務省お よび各 自治体の選挙管理委員会 は、選挙啓発時に不在者投票制度 についての

 告知 を積極的に行 う。 出身の市区町村への投票を諦 めている人々に投票参加 を促す こ

 とが出来る。

(2)総務省 は、コンビニATM画 面や フリーペーパーな ど有権者 の 日常 に合わせ た啓発活

 動を続ける。今回 コン ビニATM画 面によって関心のなかった学生を投票へ と導いたよ

 うに、選挙情報収集 に能動性の低い無関心層 を投票へ と導 くことができる。

(3)総務省お よび各 自治体の選挙管理委員会は、選挙啓発の際にイ ンターネ ッ ト選 挙情報

 収集 の手引きを作成 し、イ ンターネ ッ ト上で広告 し配布す る。学生の接触度 の高いメ

 デ ィアの活用方法を伝 えることで投票へ と導 くことができる。

(4)候補者のキャンペ ーンでは、選挙カー による名前 の連呼を行 わない。選挙カーを見聞

 き した学生ほど棄権す る傾向があるので、再考が必要である。

(5)候補者のキャンペー ンでは、選挙 ビラの内容 を充実 させ 、政党のマニフェス トがあれ

 ばそれ と共に配布す る。選挙 ビラの接触度は高い にもかかわ らず役立った と感 じられ

 ていないので、内容 を充実 させ ることで学生に政策の中身まで効果的に伝 える ことが

 できる。
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 この ような対策 によ り、学生 に効果的に情報を伝 え投票へ と促す ことが出来るのではな

いだろ うか。今回 の調査 によ り、今後学生の意識 に変化 が起 こりるよ うな情報提供が行わ

れ ることを期待 したい。
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